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１ 　 若い世代に読まれる広報紙づく り の取組例（ 広島県呉市）

２ 　 タ ーゲッ ト に近い民間施設等も 利用し て 効果的に情報発信 

（ 奈良県生駒市）

３ 　 行政が一人ひと り に合っ た 利用可能な サービ ス を 情報発信 

（ 千葉県千葉市）

４ 　 紙の広報と SN S の積極活用の取組例（ 東京都渋谷区）

５ 　 広報戦略を 策定し 広報専門監を 中心にス キルア ッ プ を 図る 

（ 東京都杉並区）

６ 　 デジタ ル社会を見据えたビジョ ン策定（ 東京都三鷹市）

７ 　 マチを好き になるアプリ「 マチイ ロ」 の運営（ 株式会社ホープ）

８ 　 自治体向け無料ア カ ウン ト 「 地方公共団体プ ラ ン 」 を 提供 

（ LIN E 株式会社）
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１ 　 若い世代に読まれる広報紙づく り の取組例（ 広島県呉市）

自治体

概要

人口： 217 ,690 人、 世帯数： 108 ,643 世帯、 面積： 352 .83km
2

出典： 呉市　 市政情報（ 2020 年12 月末時点）

調査趣旨
若い世代が広報紙を 読まない状況を 克服する対策の取組事例や、 広報紙と デ

ジタ ル（ 動画） の連携の事例について調査。

 若者に読んでも ら える紙面づく り

　 若者に見ても ら う 仕掛けの１ つと し て、 呉市

で頑張っ ている若者を 紹介するコ ーナーを 広報

紙 の 裏 表 紙 に 連 載 し て い る。 連 動 し て

YouT ube でイ ンタ ビュ ー動画を公開し ている 。

自分を載せてほし いと いう 若者も 出てき ている。

　 登場人物の素の部分を 引き 出せる よう に職員

が打ち解けた関係性を つく り ながら 取材を 行っ

ている。 若者にスポッ ト を 当てたコ ンテン ツを

毎月制作し ている 自治体はほかにあまり ないの

ではないか。

● 広報紙の編集は市職員が内製化し 、 若者に見ても ら える よ う 写真を 増やし 、 親し みや

すいかたち にデザイ ン 。

● 市内で頑張っ ている 若者を 記事に取り 上げ、 さ ら にイ ン タ ビ ュ ー動画を 見ら れる よ う

工夫。

● 世代によ っ て情報を 確認する媒体やタ イ ミ ン グが違う ため、 市と し ては媒体を 増やし 、

そのいずれかで市民が情報を 取得し やすいよ う 努めている。

● 人口流出を 食い止め、 関係人口を 増やし ていく こ と が重要。 市に愛着を も っ ても ら い、

一度地元を 離れても 後々戻っ てき てく れるよ う 、 シビ ッ ク プラ イ ド の醸成を 目指す。

ポイ ント

■ Yo uTub e では３ 分程度のイ ン タ ビ ュ ー

動画を 配信。（ 出典： 市報だより 　 く れ　

1 月号（ 2 0 2 0 年 1 2 月 1 0 日発行））
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広報紙から 情報を 得ている 市民の割合は8 7 ％

　 広報紙がどれく ら い閲覧さ れているのか正確には把握でき ていないが、 ５ 年に１ 回実施し

ている 市民意識調査によ れば、 2019 年度調査の「 市役所から のお知ら せはどう やっ て確認

し ている か」 と いう 質問に対し て 87％が広報紙から 得ている と いう 回答であっ た。 広報紙

は以前よ り 写真を 多く 取り 入れ、 市民が読みやすいよう に工夫を し ている 。 世代によっ て情

報を 確認する 媒体やタ イ ミ ン グが違う ため、 SN Sなど 媒体を 増やし 、 いずれかで 市民が情

報を 取得し やすいよ う 努めている 。 世代やラ イ フ スタ イ ルはそれぞれであり 、 媒体は取捨選

択でき そう でなかなかでき ない。 媒体ごと のバラ ン スや比重については予算の中で考えてい

き たい。

広報紙は庁内で内製化

　 紙の広報紙は月１ 回発行で、 記事はInD esign （ ページレ イ アウト ソ フ ト ） を 用いて職員

が制作し ている。 YouT ube の動画に関し ても 撮影・ 編集は職員が行っ ており 、 初めて広報

部門に来た職員も 、 関連アプリ ケーショ ン を 駆使し て制作し ている 。  

広報を 通じ たシビ ッ ク プラ イ ド の醸成が今後の課題

　 呉市の人口は減少傾向なので人口流出を 食い止め、 関係人口を 増やし ていく こ と が重要。

そのためには市内外に向けて の広報を 考えなければなら ない。 高校生が呉市を PR する 20

秒ラ ジオ CM を 制作する 企画を 行っ ている 。 市に愛着を も っ ても ら い、 一度呉市を 離れても

後々戻っ てき てく れるき っ かけを 作るなど、 シビ ッ ク プラ イ ド の醸成を 目指し ている。
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２ 　 タ ーゲッ ト に近い民間施設等も 利用し て効果的に情報発信（ 奈良県生駒市）

自治体

概要

人口： 118 ,916 人、 世帯数： 50 ,760 世帯、 面積： 53.15km
2

出典： 生駒市　 市政情報（ 2021 年1 月1 日時点）

調査趣旨
民間施設と の連携による 情報発信の取組や、 住民参加によるシティ プロモー

ショ ンの取組事例、 広報行政における目標管理の考え方の把握。

● ショ ッ ピ ン グセン タ ーや地元フ リ ーペーパー、 百貨店、 薬局など、 市役所以外の施設

等と 連携し て情報発信。

● 自治体はイ メ ージよ り も 本質を 追求する あまり 堅苦し い印象を 与えている ため、 いか

にカ ジュ アルに、 おし ゃ れでおも し ろ そう に情報発信でき る かが課題。

● 広報広聴課は広報に関する 各課へのアド バイ スを 行う ほか、 デザイ ン に関する 事業相

談会を 開催。 また課を 超えた繋がり を も つ機会と し て職員研修会も 実施。

● 住民参加のいこ まち 宣伝部は市民の手によ る まち の魅力情報発信。 世代交代を 繰り 返

し ながら 継続的に活動中。

ポイ ント

 戦略を 立てる べき 事業を 絞る

　 情報によっ て媒体を取捨選択すると いう より 、

リ アルな講座やイ ベン ト も 含めてメ ディ アミ ッ

ク スで伝える と いう 考え方。 すべての事業に広

報戦略を 立てる のではなく 事業の優先度を 考慮

し 、 戦略を 立てる べき 事業を 絞っ ている。 具体

的には、 市の戦略的施策と し て打ち 出さ れてい

る 事業や市長が注力し ている 事業の中から 、 広

報広聴課でその都度サポート する 事業を 決めて

いる 。

　 シティ プロ モーショ ン 全般は戦略的に行っ て

いる が、 そのほかには職員採用の広報戦略に力

を 入れて いる。 2014 年度の採用時は、 民間企

業を 志望する 若者を ど う 呼び込める かを 考え、

自治体への就職を 検討し ていない若者にも 注目

さ れる よ う 自治体のイ メ ージを 払拭する よ う な

ポスタ ーを 打ち出し 注目を 集めた。

■生駒市職員求人ポス タ ー。 自治体への就職を 検討

し ていない若者にも 注目さ れる こ と を 狙っ たデザイ

ン 。（ 生駒市提供）
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外部媒体と の連携

　 ショ ッ ピ ン グセン タ ーのデジタ ルサイ ネージ、 地元のフ リ ーペーパーにいずれも 無料で市

の情報を 掲載さ せても ら っ ている 。 先方から 声がかかっ て活用に至っ ている。 また、 子育て

関連講座のチラ シを 百貨店の子育てフ ロ アに掲示、 病院や薬局に健康関連のチラ シを 設置、

不動産事業者に転入促進関連のチラ シを 設置、 コ ン ビニに広報紙を 設置など、 民間施設を 情

報提供の場と し て活用さ せても ら っ ている。 市から の依頼に対し て断ら れる こ と はないが、

例えば百貨店であれば設置するチラ シのデザイ ン を 百貨店のイ メ ージを 損なわないよう 気を

遣う など、 配慮は必要だと 感じ ている 。 こ のほか2015 年度から ママフ レ （ 民間の子育て情

報サイ ト ） に市の子育て情報を 連携さ せている 。 ち ょ う どママフ レ の立ち 上げ期で、 生駒市

に営業が来たのがき っ かけで無料サービ スのため運用を 続けている 。

広報広聴課の庁内啓発活動

　 広報広聴課は各課へのアド バイ スを 行う ほか、 各課と 市民を 結び付ける 事業相談会の場を

設けている 。 まち づく り のコ ンサルタ ン ト のほかデザイ ン の専門家に気軽に相談でき る 場と

なっ ている 。 また職員同士の課を 超えた繋がり を も つために、 職員研修会も 行っ ている 。 １

回目は各課が抱えている 悩みを 大喜利形式で出し 合い、 他の課の人から 意見を も ら う こ と で

ヒ ン ト を 得ら れる 場と し た。 ２ 回目は各課のチラ シを 寄せ合い、 匿名でチラ シの所感や改善

点を 言い合う 会と し た。 いずれも 研修の満足度は高い。

生駒市を プロ モーショ ン する 「 いこ まち 宣伝部」 の立ち 上げ

　 2013 年度から シテ ィ プ ロ モーシ ョ ン に力を

入れ始め、 2015 年度に Facebook ページ の運

用を 開始し た。 行政では発信でき ないまち の魅

力を市民と 一緒に発信すると いう 目的から 、「 い

こ ま ち 宣伝部」 を 立ち 上げた。 任期は１ 年で、

現役宣伝部メ ンバーがFacebook と Insta g ram

を更新し ているが、 卒業生も 投稿を行っ ている 。

まち の魅力を 発信するポータ ルサイ ト 「 グッ ド

サイ ク ルいこ ま」 の「 いこ まのまち 」 ページで

は卒業生が記事を 書いている 。 宣伝部１ 期生は

CM 制作、 ２ 期生はフ ォ ト ブッ ク 制作を行っ た。

フ ォ ト ブッ ク 制作にあたっ てはプロ のカ メ ラ マ

ン や編集者、 広報広聴課職員が関わるが、 基本

的には市民が考え、 良いと 感じ たも のを 自ら 撮

影し た。 Facebook チームは現在発足６ 年目で

約 10 名が活動し ている 。 ６ 年間に計 80 名ほど

が卒業し た。 ７ 月～９ 月の間に５ 回講座を行い、

取材の仕方や撮影、 文章の書き 方、 魅力の探し

方を 伝え て いる。 10 月以降は一年間通し て 月

に１ ～２ 回投稿し ている 。

■ Faceb o o k「 グッ ド サイ ク ルいこ ま」（ 生駒市提供）



第
４
章

76

第４ 章　 先進事例調査分析

任期1 年で熱意のある 市民が毎年参画

　 参加者は毎年定員以上の応募がある が、 今期においては定員の倍以上の応募があっ たため

抽選し た。 Facebook チームの１ ～５ 期生は講座が平日開催だっ たこ と も あり 、 主婦や起業

し ている人が多かっ たが、 ６ 期は土日開催にし たこ と で男性３ 名が参加し 、 仕事を し ながら

活動に参加する 人も 増え た。 49 歳ま で応募可能で 平均年齢は 33～35 歳く ら いである 。 口

コ ミ で宣伝部の活動を 知っ て応募し てく る 人が多い。 任期を １ 年と 区切っ ている ため、 毎年

熱意のある 人が循環し ている 点が長く 続いている 理由ではないか。 また、 行政がアピールす

るのではなく 市民が発信し ている ので、 情報に真実味がある こ と が成功し ている 理由ではな

いか。

シティ プロ モーショ ン はいかにカ ジュ アルで、 おし ゃ れで、 おも し ろ そう にでき る か

　 シティ プロ モーショ ンと はまち が前進し 続ける 仕組みであり 、 他自治体と 差別化を 図る た

め、 自治体も ブラ ン ディ ン グを 行う こ と が必要であると いう 考えのも と 取り 組んでいる 。 自

治体はイ メ ージよ り も 本質を 追求し がちで、 堅苦し い印象を 与えがちなので、 いかにカ ジュ

アルで、 おし ゃ れで、 おも し ろ そう に情報発信でき る かが課題。 SN Sの活用自体が目的な

のではなく 、 SN Sを 通じ て市民にいかに生駒市を よ く 語っ ても ら い、 いいイ メ ージを つく っ

ていけるかを 考え、 戦略を 練っ ている 。

　 自然の豊かさ や子育て福祉だけでは差別化でき ない。 脱ベッ ド タ ウン を テーマに掲げなが

ら 住民自治で持続可能なまち になる こ と を 目的にし ている 。 まずは市内から 市への愛情や参

画意欲を 高め、 さ ら に外部へ発信する こ と で資源、 資金、 企業の参画を 得る 循環を 目指す。

そのために新し い暮ら し をし ている人を可視化し 、 彼ら に自分の SN Sで語っ ても ら う 形をと っ

ている 。

生駒市に対する大阪府民のイ メ ージ評価を 定点観測

　 広報は他の事業のサポート だと 考えており 、 事業が成功し ても 事業そのも のが良かっ たの

か、 情報発信の質が良かっ たのかの線引き は難し い。 成果指標と し て表すこ と も 難し いが、

統計を 取っ て いる も のと し て は宣伝部の参加者応募数、 ホームページ のページ ビ ュ ー数、

Faceb ook アカ ウン ト のいいねの数、 庁内連携の事業数が挙げら れる 。 また、 生駒市を 勧め

たいと 思う 推奨意欲を 持つ市民の割合を 市民満足度調査で測っ ているほか、 生駒市への転入

者の大多数を 占める 大阪で働く 子育て世代にまち のイ メ ージを 調査し 、 まち のイ メ ージや住

みたい意欲がどれだけ上がっ たか計測し ている。
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３ 　 行政が一人ひと り に合っ た利用可能なサービスを情報発信（ 千葉県千葉市）

自治体

概要

人口： 982 ,429 人、 世帯数： 448 ,690 世帯、 面積： 271 .77km
2

出典： 千葉市　 千葉市のプロフ ィ ール（ 2021 年1 月1 日時点）

調査趣旨 住民に必要な情報を カ スタ マイ ズし て発信する実証実験の結果の調査。

● 市長のマニフ ェ スト の一つで、 市民の行政サービ ス の受給漏れを 防止する と と も に、

自分の受けら れる サービ スを 検索する 時間を 削減する こ と が目的。

● 実証実験では、 参加者は自分で世帯構成や収入状況を 入力する と 、 市がその情報を 元

に所管課と マッ チン グを 行い、 各参加者に対象と なり そう な制度を メ ールで通知する

仕組み（ 実装段階と は仕組みが異なる ）。

● 今後個人情報を 扱う 上で、 個人情報保護条例等の法令を 読み解いていく 作業が非常に

重要。

ポイ ント

サービスの受給漏れ防止と 受けら れるサービスの検索時間の削減のため実証実験

　「 あなたにお知ら せサービ ス」（ 実証実験時点での名称） は元々市長のマニフ ェ スト の一つ

で、 自治体が持っ ている個人情報を有効に活用するこ と により 、 市民一人ひと り に合っ たサー

ビ スの通知を 行う 。

　 市民の行政サービ スの受給漏れを 防止すると と も に、 自分の受けら れる サービ スを 検索す

る 時間を 削減する こ と が目的である 。 2013 年度から 具体的な検討を 始め、 2016～2017 年

度に総務省の実証実験に参加し て最適な通信手法等を検討し 、 2019 年度に実証実験を行っ た。

　 実証実験の一番のねら いはどのよ う なサービ スを 通知すれば市民にと っ て有益か対象業務

を 選定する こ と 。 参加者は 600 人弱で、 参加者自身が世帯構成や収入状況を 入力する と 市

がその情報を 元に所管課と マッ チン グを 行い、 参加者が対象と なり そう な制度を メ ールで通

知し た。

89 

番号 カテゴリ 制度の名称 番号 カテゴリ 制度の名称
乳幼児一般健康診査 心身障害児童福祉手当
幼児尿検査 特別児童扶養手当
特定健康診査 児童扶養手当
健康診査 ⺟⼦・⽗⼦家庭等医療費助成
肺がん、⼤腸がん検診 -5定期乗⾞券の割引制度
前⽴腺がん検診 家庭⽣活⽀援員の派遣
⾻粗しょう症検診 ⺟⼦・⽗⼦・寡婦福祉資⾦
⻭周病検診 指定⾃転⾞駐⾞場利⽤料の免除
胃がんリスク検査（ピロリ菌検査） ⽔道料⾦の減免
⼝腔がん検診 下⽔道使⽤料減免
⽔痘（⽔ぼうそう） ⼦育て⽀援 ⼦育て世帯を⽀援するための市営住宅期限付き⼊居
⿇しん・⾵疹 ⼩学校⼊学準備⾦
⼆種混合（ジフテリア・破傷⾵） 中学校⼊学準備⾦
インフルエンザ予防接種 校外活動費
高齢者肺炎球菌予防接種 通学費

妊娠・出産 産後ケア事業 修学旅⾏費
学校給食費

就学援助

乳幼児健診

健康診査・がん検診

予防接種

障害・難病児童⽀援

ひとり親家庭⽀援

⽣活⽀援

３ 行政が一人ひとりに合った利用可能なサービスを情報発信（千葉県千葉市）

自 治 体

概 要

人口： 人、世帯数： 世帯、面積： NP

出典：千葉市 千葉市のプロフィール（ 年 月 日時点）

調査趣旨 住民に必要な情報をカスタマイズして発信する実証実験の結果の調査。

＜ポイント＞

⚫  市長のマニフェストの一つで、市民の行政サービスの受給漏れを防止するとともに、自分

の受けられるサービスを検索する時間を削減することが目的。

⚫  実証実験では、参加者は自分で世帯構成や収入状況を入力すると、市がその情報を元に所

管課とマッチングを行い、各参加者に対象となりそうな制度をメールで通知する仕組み

（実装段階とは仕組みが異なる）。

⚫  今後個人情報を扱う上で、個人情報保護条例等の法令を読み解いていく作業が非常に重要。

サービスの受給漏れ防止と受けられるサービスの検索時間の削減のため実証実験

「あなたにお知らせサービス」（実証実験時点での名称）は元々市長のマニフェストの

一つで、自治体が持っている個人情報を有効に活用することにより、市民一人ひとりに

合ったサービスの通知を行う。

市民の行政サービスの受給漏れを防止するとともに、自分の受けられるサービスを検索

する時間を削減することが目的である。 年度から具体的な検討を始め、 ～

年度に総務省の実証実験に参加して最適な通信手法等を検討し、 年度に実証実験を

行った。

実証実験の一番のねらいはどのようなサービスを通知すれば市民にとって有益か対象業

務を選定すること。参加者は 人弱で、参加者自身が世帯構成や収入状況を入力すると

市がその情報を元に所管課とマッチングを行い、参加者が対象となりそうな制度をメール

で通知した。

■実証実験の対象制度一覧。実証実験でお知らせする制度は、子育て・健康等の一部の

制度を対象としており、この中から本番運用でお知らせする制度を検討した。

■実証実験の対象制度一覧。 実証実験でお知ら せする 制度は、 子育て・ 健康等の一部の制度を 対象と し ており 、

こ の中から 本番運用でお知ら せする 制度を 検討し た。（ 出典： 千葉市ホームページ（ 2 0 2 0 年1 2 月8 日確認））
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検診情報は需要あり

　 実証実験の結果、 健康診査関連はニーズが高く 、 こ んな検診があるのかと 発見し ても ら え

る き っ かけになっ た。 検診のお知ら せは市民一人ひと り に郵送で送っ ているが、 中身を 確認

し ていない人も おり 、 そう いう 市民にと っ てはメ ールで通知が来た方が見逃し にく く 有益で

ある 。 一方で、 通知に効果がある こ と はわかっ たが、 受け取っ たから と 言っ て必ず内容を 見

ていると は限ら ないので、 内容やタ イ ミ ングを検討する必要がある 。 通知の時期と 、 該当サー

ビ スの申請可能な時期を 考慮し た情報発信が課題である 。

実運用において本人同意によ る個人情報の扱いは、 実証実験以上のハード ル

　 個人情報を 扱う 上では、 個人情報保護条例等の法令を 読み解いていく 作業が重要。 中でも

税情報の取扱いは本人から 同意を 得ないと 活用でき ず、 地方税法や地方公務員法の守秘義務

に留意し つつ取り 扱える よ う にし なければなら ない。 実証実験では参加者自ら 情報を 入力す

る が、 本格運用では市が保有し ている情報を 市民に同意を 得て活用する こ と と なる ため、 個

人情報の取扱いに対する ハード ルが高く なっ ている 。

　 なお、 今後も 「 あなたが使える 制度お知ら せサービ ス」（ 正式名称） の対象制度のお知ら

せは、 こ れまでどおり の広報を 継続し つつ、 それに加える 形で個別に利用でき る 可能性のあ

る 制度を LIN E で通知する。 新サービ スによ っ て広報を 補完する イ メ ージ。 また、 サービ ス

名から 内容が分かる よう 「 あなたが使える 制度お知ら せサービ ス」 に名称を 変更し た。 将来

的には対象業務と サービ ス利用者を 増やし ていき たい。

■あなたが使える 制度お知ら せサービ スのイ メ ージ。 2 0 2 1（ 令和３ ） 年１ 月時点でお知ら せする サー

ビ スは 2 3 事業を 配信予定。（ 出典： 千葉市ホームページ（ 2 0 2 0 年 1 2 月 8 日確認））
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検診情報は需要あり

実証実験の結果、健康診査関連はニーズが高く、こんな検診があるのかと発見してもら

えるきっかけになった。検診のお知らせは市民一人ひとりに郵送で送っているが、中身を

確認していない人もおり、そういう市民にとってはメールで通知が来た方が見逃しにくく

有益である。一方で、通知に効果があることはわかったが、受け取ったからと言って必ず

内容を見ているとは限らないので、内容やタイミングを検討する必要がある。通知の時期

と、該当サービスの申請可能な時期を考慮した情報発信が課題である。

実運用において本人同意による個人情報の扱いは、実証実験以上のハードル

個人情報を扱う上では、個人情報保護条例等の法令を読み解いていく作業が重要。中で

も税情報の取扱いは本人から同意を得ないと活用できず、地方税法や地方公務員法の守秘

義務に留意しつつ取り扱えるようにしなければならない。実証実験では参加者自ら情報を

入力するが、本格運用では市が保有している情報を市民に同意を得て活用することとなる

ため、個人情報の取扱いに対するハードルが高くなっている。

なお、今後も「あなたが使える制度お知らせサービス」（正式名称）の対象制度のお知

らせは、これまでどおりの広報を継続しつつ、それに加える形で個別に利用できる可能性

のある制度を /,1( で通知する。新サービスによって広報を補完するイメージ。また、

サービス名から内容が分かるよう「あなたが使える制度お知らせサービス」に名称を変更

した。将来的には対象業務とサービス利用者を増やしていきたい。

■あなたが使える制度お知らせサービスのイメージ。 （令和３）年１月時点でお知

らせするサービスは 事業を配信予定。
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４ 　 紙の広報と SN Sの積極活用の取組例（ 東京都渋谷区）

自治体

概要

人口： 230 ,506 人、 世帯数： 140 ,170 世帯、 面積： 15.11km
2

出典： 渋谷区　 区政情報（ 2021 年1 月1 日時点）。 面積は東京都通知「 東京

都区市町村別の面積について」 による 2017 年10 月1 日現在。

調査趣旨 多様な情報発信媒体を 運用する先進的な自治体広報の調査。

使える媒体はどんどん使い住民に情報提供

　 渋谷区の理念と し て全住民への行政情報の発信を 前提と し ている 。 現区長が当選し た翌年

度よ り 、 広報紙（ し ぶや区ニュ ース） を 全戸配布に切り 替えた。 コ スト はかかる が広報の重

要性を 認識し てのこ と である 。 区では多様な媒体を 運用し ている が、 あら ゆる 住民へ情報を

届けるために、 使えるも のはどんどん使う と いう 姿勢で運用し ている。

全戸配布の区報の閲読率は９ 割

　 し ぶや区ニュ ースは委託により 配布し ている 。 新聞の購読者が減っ たこ と やタ ワーマンショ

ン の増加によ っ て、 新聞折込では届かない世帯が増えている中でも 、 し ぶや区ニュ ースの閲

読率は９ 割に達し ている。 さ ら に駅や郵便局、 コ ンビニ等へも 設置し ている。 また、 民間サー

ビ スの電子版広報紙「 マチイ ロ」 と 連動さ せたり 、 渋谷区のホームページから 閲覧でき る よ

う にする など、 複数の窓口から し ぶや区ニュ ースにアク セスでき る よう にする こ と で、 区内

のみなら ず区外にも 情報が届く よ う にし ている 。 さ ら に、 し ぶや区ニュ ースの予告を SN S

で発信し 、 紙でも デジタ ルでも 閲覧でき る こ と を 周知し ている 。

　 英字広報紙 City N ew s SH IBU YA は、 年６ 回隔月に発行し て いる 。 部数は年 6,000 部、

そのう ち 3,600 部は２ 社の新聞（ Jap anT im es、 T he Jap an  N ew s） 折り 込みで配布し 、 残

り は駅などに設置し ている 。 外国人向けと し て多言語化にはなる べく 対応し ていき たい。 ま

た、 今年から 新たにカ タ ロ グポケッ ト を 導入し ている。

　 コ ミ ュ ニティ FM では区の番組を 持っ ており 、 区のニュ ースを 配信する ほか区長や区職員

が出演する コ ーナーも ある 。 コ ロ ナ禍で高齢者が外出し にく く 家にいる 時間が増えている こ

と から 、 ラ ジオを 有効活用でき ないかと いう 機運がある 。

　 最初に導入し た SN Sは T w itter で、 拡散が必要な情報や他の媒体に載せていな い情報な

● 現区長が当選し た翌年度よ り 広報紙は全戸配布に切り 替え 。 ほかにも 多様な情報発信

媒体を 運用し ている が、 あら ゆる 住民へ情報を 届ける ために使える も のはどんどん使

う と いう 姿勢。

● 広聴相談係で 関わっ て いる 士業の会報誌も 準オウン ド メ ディ ア 6 と と ら え、 広報課長

が区政情報について原稿を 書いたり 、 イ ンタ ビ ュ ーを 受けたり と 積極的に利用。

● 必要であればさ まざまな媒体で発信する べき なので特定の媒体に絞る 意向はない 。 行

政が有する 良い情報を いかに嫌ら し さ なく アレ ン ジし て提供でき るかが重要。

ポイ ント

６    オウン ド メ ディ ア（ ow ned  m ed ia ） と は、 自社発行の広報誌やパン フ レ ッ ト 、 カ タ ロ グ、 イ ン タ ーネッ ト

の自社ウェ ブサイ ト ・ ブログなど、 企業や組織自ら が所有・ 発信する 媒体を指す。
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ど比較的幅広く 発信し ている 。 Facebook は第２ の区報

の位置付けで、 フ ォ ロ ワーは 1 万人を 達成し 23 区で１

位である 。

　 渋谷区の公式 LIN E は経営企画課が運用し て い る。

2019 年の台風19 号のと き には、 LIN E で発信し た避難

情報に基づいて多く の子育て世代の住民が避難行動をと っ

た。 こ れは、 渋谷区ではLIN E を活用し た子育て支援サー

ビ スを 実施し ており 、 LIN E を よ く 見ている 利用者世代

の行動を 促す結果と なっ た。

　 LIN E は既に登録者数が多いこ と が強みである 。 新し

いメ ディ ア を 始めて も 登録者数を 増やすのは難し い。

渋谷区で は、 自身も 子育て 世代で ある 区長が挨拶等行

く 先々で宣伝を し たこ と が効果を 発揮し 、 区公式LIN E

の登録者増加につながっ た。

オウンド メ ディ ア以外の媒体の活用

　 広聴相談係で 法律等の相談事業に関わっ て いる 弁護

士な ど 士業の会報誌を オウン ド メ ディ ア（ 区で 保有す

る メ ディ ア） に準じ る位置づけと 捉え、 広報課長が区政情報についての原稿を 書いたり イ ン

タ ビ ュ ーを 受けたり する など、 コ ーナーに関わっ ている 。 ニッ チな媒体だけに広報紙では言

いにく いこ と も 発信し やすい面も ある。 こ のほか議員から 自身の SN Sで獲得し ている フ ォ

ロ ワーへ情報を シェ アし ても ら える こ と も ある 。

媒体によ る セグメ ン テーショ ンはし ない

　 紙も デジタ ルも 両方並行し て活用し ていく べき で、 広報紙は全戸配布によっ て一番網羅的

に情報を 発信でき て いる ため重要だが、 紙を 重視し ている わけで はない。 SN Sについて も

紙を 補完する も のと いう 位置づけと は考えていないが、 オウン ド メ ディ ア間の連携はも っ と

深めていき たい。 必要であればさ まざまな媒体で発信する べき なので、 特定の媒体に絞る 意

向も ない。 区民は23 万人で媒体ごと にセグメ ン テ ーショ ン（ 細分化） し ても 一媒体当たり

の住民数は少なく なっ てし まい、 セグメ ン ト を 分ける意味がないのではないか。

数値目標管理より も 重視し ている こ と

　 広報に関する数値目標管理より も 、 良質なコ ン テンツ を 広く 届けるこ と に注力し たい。 情

報発信については、 内部の別業務を 削減し てでも 行う べき だと 考える。 行政がも っ ている 良

い情報を 、 いかに嫌ら し さ なく アレ ンジし て提供でき る か。 情報のアレ ン ジの仕方はセン ス

や感性が関わっ てく るので、 定量化は難し い。 広報にはそう し た可視化でき ない部分が多く

ある 。
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最初に導入した 616は 7ZLWWHU で、拡散が必要な情報や他の媒体に載せていない情報な

ど比較的幅広く発信している。)DFHERRN は第２の区報の位置付けで、フォロワーは 万

人を達成し 区で１位である。

渋谷区の公式 /,1( は経営企画課が運用してい

る。 年の台風 号のときには、/,1( で発

信した避難情報に基づいて多くの子育て世代の

住民が避難行動をとった。これは、渋谷区では

/,1( を活用した子育て支援サービスを実施して

おり、/,1( をよく見ている利用者世代の行動を

促す結果となった。

/,1( は既に登録者数が多いことが強みであ

る。新しいメディアを始めても登録者数を増や

すのは難しい。渋谷区では、自身も子育て世代

である区長が挨拶等行く先々で宣伝をしたこと

が効果を発揮し、区公式 /,1( の登録者増加につ

ながった。

■渋谷区の広報紙「しぶや区ニュース」

オウンドメディア以外の媒体の活用

広聴相談係で法律等の相談事業に関わっている弁護士など士業の会報誌をオウンドメ

ディア（区で保有するメディア）に準じる位置づけと捉え、広報課長が区政情報について

の原稿を書いたりインタビューを受けたりするなど、コーナーに関わっている。ニッチな

媒体だけに広報紙では言いにくいことも発信しやすい面もある。このほか議員から自身の

616 で獲得しているフォロワーへ情報をシェアしてもらえることもある。

媒体によるセグメンテーションはしない

紙もデジタルも両方並行して活用していくべきで、広報紙は全戸配布によって一番網羅

的に情報を発信できているため重要だが、紙を重視しているわけではない。616についても

紙を補完するものという位置づけとは考えていないが、オウンドメディア間の連携はもっ

と深めていきたい。必要であればさまざまな媒体で発信するべきなので、特定の媒体に絞

る意向もない。区民は 万人で媒体ごとにセグメンテーション（細分化）しても一媒体当

たりの住民数は少なくなってしまい、セグメントを分ける意味がないのではないか。

数値目標管理よりも重視していること

広報に関する数値目標管理よりも、良質なコンテンツを広く届けることに注力したい。

情報発信については、内部の別業務を削減してでも行うべきだと考える。行政がもってい

る良い情報を、いかに嫌らしさなくアレンジして提供できるか。情報のアレンジの仕方は

センスや感性が関わってくるので、定量化は難しい。広報にはそうした可視化できない部

分が多くある。

■渋谷区の広報紙「 し ぶや区ニュ ース」
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５ 　 広報戦略を策定し 広報専門監を中心にスキルアッ プを図る（ 東京都杉並区）

自治体

概要

人口： 573 ,504 人、 世帯数： 325 ,403 世帯、 面積： 34.06km 2

出典： 杉並区　 区政情報（ 2021 年1 月1 日時点）。 面積は東京都通知「 東京

都区市町村別の面積について」 による 2017 年10 月1 日現在。

調査趣旨
広報戦略を 実際に策定し 取り 組んでいる自治体に対する戦略の運用状況の調

査。

広報戦略の策定

　 杉並区から 区民に向けた住民説明会などにおいて、 区の情報が十分に理解さ れていれば出

てこ ないであろ う 質問や反対意見が一定数寄せら れ、 こ う し た経験から 、 区民に「 伝わる」

情報発信の重要性について強い課題意識を 持っ た。 また、 スマート フ ォ ン など情報通信機器

の発達や SN S の普及を 踏ま え、 こ れま で 以上に意図・ 目的を も っ て 運用し て いく ために、

杉並区広報戦略を 2017 年度に策定し た。

Tw itte r は広報課内で２ 種類管理

　 課内には２ つの係があり 報道係が８ 名、 広報係が８ 名、 課長を加えた計17 名体制（ 非常勤・

再任用含む）。 加えて非常勤の広報専門監が週３ 日程度出勤し ている 。

　 広報紙は月２ 回発行。 こ のう ち 15 日発行分は杉並区に所縁のある 人の特集記事を 掲載し

ており 、 取材動画はY ouT ube で見るこ と ができ る 。

　 広報課で運用し ている T w itter のアカ ウン ト は２ つあり 、 地震・ 水防情報用のアカ ウン ト

と 、「 広報すぎなみ」 で扱う よ う な区政全般の情報を 発信し ている 広報課アカ ウン ト で分け

ている。 新型コ ロ ナウイ ルス情報は地震・ 水防情報に載せている 。

　 広報課で公式Facebook も 運用し ている 。 Faceb ook は、 毎日発信すると 煩がら れるので、

● 2016 年度に非常勤の広報専門監を １ 名任命し 、 翌年、 広報戦略を 策定。

● 毎年行っ ている 区民意向調査の広報が伝わっ ている かの調査によ る と 、 広報専門監が

着任する 前の2015 年度は37 .1％だっ たが、 2018 年度は55.0％に上昇。

● SN Sは閲覧状況のデータ が取得でき る ため、 ２ 週間に１ 回課長・ 係長・ 広報専門監で

分析。

● 区ではどんな媒体があっ てフ ォ ロ ワー数がどのく ら いある のかなどを 職員に具体的に

知ら せる 文書（ 広報実践マニュ アル） を 作成し 、 各課に活用を 促す取組を 開始。

ポイ ント

５ 広報戦略を策定し広報専門監を中心にスキルアップを図る（東京都杉並区）

自 治 体

概 要

人口： 人、世帯数： 世帯、面積： NP

出典：杉並区 区政情報（ 年 月 日時点）面積は東京都通知「東京都区

市町村別の面積について」による 年 月 日現在。

調査趣旨 広報戦略を実際に策定し取り組んでいる自治体に対する戦略の運用状況の調査。

＜ポイント＞

⚫  年度に非常勤の広報専門監を１名任命し、翌年、広報戦略を策定。

⚫  毎年行っている区民意向調査の広報が伝わっているかの調査によると、広報専門監が着任

する前の 年度は ％だったが、 年度は ％に上昇。

⚫  616 は閲覧状況のデータが取得できるため、２週間に１回課長・係長・広報専門監で分析。

⚫  区ではどんな媒体があってフォロワー数がどのくらいあるのかなどを職員に具体的に知ら

せる文書（広報実践マニュアル）を作成し、各課に活用を促す取組を開始。

広報戦略の策定

杉並区から区民に向けた住民説明会などにおいて、区の情報が十分に理解されていれば

出てこないであろう質問や反対意見が一定数寄せられ、こうした経験から、区民に「伝わ

る」情報発信の重要性について強い課題意識を持った。また、スマートフォンなど情報通

信機器の発達や 616の普及を踏まえ、これまで以上に意図・目的をもって運用していくた

めに、杉並区広報戦略を 年度に策定した。

7ZLWWHUは広報課内で２種類管理

課内には２つの係があり報道係が８名、広報係が８名、課長を加えた計 名体制（非

常勤・再任用含む）。加えて非常勤の広報専門監が週３日程度出勤している。

広報紙は月２回発行。このうち 日発行分は杉並区に所縁のある人の特集記事を掲載

しており、取材動画は <RX7XEH で見ることができる。

広報課で運用している 7ZLWWHU のアカウントは２つあり、地震・水防情報用のアカウン

トと、「広報すぎなみ」で扱うような区政全般の情報を発信している広報課アカウントで

分けている。新型コロナウイルス情報は地震・水防情報に載せている。

■広報すぎなみに掲載されている

２次元コードはホームページや

7ZLWWHU のアドレス。（出典：広

報すぎなみ 年 月 日）

■広報すぎ なみに掲載さ れて いる

２ 次 元コ ー ド はホ ー ム ペ ー ジ や

Tw itte r のア ド レ ス。（ 出典： 広報

すぎなみ 2 0 2 0 年 1 1 月 1 日）
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週２ 回く ら い発信し ている 。 ニュ ースと いう よ り 、 雑誌の特集のよ う な感覚で読んでも ら え

る よ う な情報を 発信し ていき たい。

　 広報番組はケーブルテレ ビ で放送さ れており 、 その動画も Y ouT ub e にアッ プ し ている 。

所管課に頼まれた簡単な動画は広報課で編集し ている。

　 広報専門監と し ては、 T w itter 等のSN Sを 含め、 基本的な情報発信は広報課で一元的に管

理・ 運用し た方がよ いと いう 考え 。 庁内の他の所管でも 一部 T w itter アカ ウン ト を 有し てい

る が、 内容が特化し ている のでフ ォ ロワー数が伸びにく い。

スピ ード よ り も タ イ ミ ン グを 重視し た庁内運用

　 SN S の原稿は簡単な 定型文以外は課長が確認のう え 発信。 確認に時間はかから な い。

Facebook の記事は広報専門監にメ ールで送っ て見ても ら っ てから アッ プし ている 。 一刻を

争う 場合は、 ホームページに公開する公表文を 課長が作り 、 ホームページ担当に原稿を 渡し

て公開する と と も に T w itter も 更新する ので、 対応も 早い。 T w itter・ Faceb ook 広報課ア

カ ウント の情報発信にあたっ ては、 スピ ード も さ る こ と ながら タ イ ミ ン グが大切と 考えてい

る ため、 計画的に行う よ う にし ている。 参加者募集する よ う な場合も 、 チラ シ配布に加えて

締切り １ 週間前に T w itter で案内するこ と で、 催促する効果と なり 応募者が増加し た経験も

ある 。

広報専門監による 指導

　 広報専門監の提案で、 各課の職員の

相談を受ける際に内容を整理さ せる 「 コ

ン サルテ ィ ン グシ ート 」 を 用意。 広報

専門監に相談する のに先立ち 、 事前に

自身で 作成の上、 持参し て 相談に来て

も ら う よう にし ている 。 目的やタ ーゲッ

ト 、 最終的にど う し たいのかな ど 端的

に記載する 項目が A 4 の一枚紙にま と

ま っ て おり 、 書く 過程で も 考え が整理

さ れる 仕組み。 ついチ ラ シ・ ポス タ ー

あり き にな る と こ ろ を 、 事業本来の目

的に立ち 返る こ と がで き る 。 ま た全職

員を 対象に広報専門監及び専門家を 招

き 庁内研修会も 開催し ている 。

　 区の広報戦略は作っ たが、 各課に対

し て 具体的な 内容の提示がで き て いな

かっ たと いう 認識から 、 区にど のよ う

な 利用可能な 広報媒体があり 、 フ ォ ロ

ワー数がど のく ら いかな ど を 区職員に

知ら せる 文書（ 広報実践マ ニ ュ ア ル）

を 作成し た。 職員が区の広報媒体に対

し て 低い評価を 抱いて いる 可能性も あ

る ため、 再認識さ せたいと いう 意図も

ある 。
94 

広報課で公式 )DFHERRN も運用している。)DFHERRN は、毎日発信すると煩がられるの

で、週２回くらい発信している。ニュースというより、雑誌の特集のような感覚で読んで

もらえるような情報を発信していきたい。

広報番組はケーブルテレビで放送されており、その動画も <RX7XEH にアップしている。

所管課に頼まれた簡単な動画は広報課で編集している。

広報専門監としては、7ZLWWHU 等の 616 を含め、基本的な情報発信は広報課で一元的に

管理・運用した方がよいという考え。庁内の他の所管でも一部 7ZLWWHU アカウントを有し

ているが、内容が特化しているのでフォロワー数が伸びにくい。

スピードよりもタイミングを重視した庁内運用

616 の原稿は簡単な定型文以外は課長が確認のうえ発信。確認に時間はかからない。

)DFHERRN の記事は広報専門監にメールで送って見てもらってからアップしている。一刻

を争う場合は、ホームページに公開する公表文を課長が作り、ホームページ担当に原稿を

渡して公開するとともに 7ZLWWHU も更新するので、対応も早い。7ZLWWHU・)DFHERRN 広報

課アカウントの情報発信にあたっては、スピードもさることながらタイミングが大切と考

えているため、計画的に行うようにしている。参加者募集するような場合も、チラシ配布

に加えて締切り１週間前に 7ZLWWHU で案内することで、催促する効果となり応募者が増加

した経験もある。

広報専門監による指導

広報専門監の提案で、各課の職員の

相談を受ける際に内容を整理させる

「コンサルティングシート」を用意。

広報専門監に相談するのに先立ち、事

前に自身で作成の上、持参して相談に

来てもらうようにしている。目的や

ターゲット、最終的にどうしたいのか

など端的に記載する項目が $ の一枚紙

にまとまっており、書く過程でも考え

が整理される仕組み。ついチラシ・ポ

スターありきになるところを、事業本

来の目的に立ち返ることができる。ま

た全職員を対象に広報専門監及び専門

家を招き庁内研修会も開催している。

■コンサルティングシート。各課が情報発

信する際に目的やターゲット等を整理す

る。（杉並区提供）

■コ ン サルテ ィ ン グシート 。 各課が情報発信する 際に目的

やタ ーゲッ ト 等を 整理する。（ 杉並区提供）
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広報専門監着任後、 広報が伝わっ ている 割合は3 7 .1 ％から 5 5 .0 ％に上昇

　 SN Sは、 ２ 週間に１ 回課長・ 係長・ 広報専門監で閲覧状況などのデータ を 分析し ている 。

また課内ではフ ォ ロ ワー数の目標も 定めている 。 杉並区では毎年郵送で区民意向調査を 実施

し ており 、 設問中で広報が伝わっ ている か定点観測し ている。 戦略策定、 広報専門監着任前

の 2015 年度の調査結果では37 .1％だっ たが、 2018 年度は55 .0％に上昇し ている。 さ ら に

職員によ る 広報媒体の認知度を 把握する と と も に、 広報媒体の利用を 促すため、 区職員にも

ア ン ケート を 行っ て いる。 SN Sの統計データ も 全庁掲示板で公表し 、 自分の課の記事に対

する 反応を 確認し ても ら っ たり 、 今後記事掲載を 検討する 材料にし ても ら っ たり し ている 。

　 住民の中には、 必要な情報は必ず手元に届いているはずなのに「 届いていない」 と いう 人

も 存在し ている 。「 必要な情報と は何か」 と いう 捉え方が変わっ てき ている のかも し れない

ため、 どんな情報を 欲し ているか需要を 細分化し てみていく 必要がある 。

情報が伝わり にく い住民への対応

　 配布は新聞折込のほか一昨年から 希望者 270 軒ほど に個別配布し ている 。 新聞販売同業

組合に委託し 、 新聞を と っ ていない世帯にも 郵送よ り 安価に配布し ている 。 さ ら に広報紙は

区内約500ヶ 所の広報スタ ンド に配置さ れている 。 銀行で置かせても ら っ ている と こ ろ も あ

る 。「 広報紙が全く 入手でき ない」 と いう 話は現場から は聞こ えてこ ない。

　 区のホームページは読み上げにも 対応し ている 。 視覚障害者はスマート フ ォ ン の読み上げ

機能をよく 使う と 聞く 。 また PD F 版広報紙を置き 、 点字広報・ 声の広報は毎号作成し ている 。

多言語表記の言語を も う 少し 増やし てほし いと 言われたり する こ と も ある が、 各自のアプリ

で多言語翻訳ができ るこ と を 考える と 、 行政の役割は民間の活用でき る サービ スを 使いなが

ら やるべき こ と を やると いう スタ ン スが適切と 思われる 。
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６ 　 デジタ ル社会を見据えたビジョ ン策定（ 東京都三鷹市）

自治体

概要

人口： 190 ,126 人、 世帯数： 95 ,814 世帯、 面積： 16.42km
2

出典： 三鷹市　 区政情報（ 2021 年1 月1 日時点）。 面積は東京都通知「 東京

都区市町村別の面積について」 による 2017 年10 月1 日現在。

調査趣旨 デジタ ル社会を 見据えたビジョ ンと 情報格差に対する考え方の調査。

デジタ ル化のほか庁内の保守・ 運用と マイ ナン バー制度も 所管する 組織

情報推進課は一般職９ 名、 課長と 課長補佐２ 名の計11 名体制。 保守・ 運用業務と デジタ

ル化を 推進する 新規事業も 進めて いる ほか、 マ イ ナン バー制度の所管課で も ある。 庁内の

SN Sによ る 情報発信については各部署でアカ ウン ト を 作成・ 管理し ている が、 事業を 進め

る にあたっ て広報メ ディ ア課と 情報推進課には事業計画やどのよ う な発信を する のか資料を

提出し ても ら い、 事前確認を 行っ ている 。

みら いを 創る 三鷹デジタ ル社会ビ ジョ ン 策定の背景

「 みら いを 創る 三鷹デジタ ル社会ビ ジョ ン」 は、 デジタ ル技術の進歩によ り 「 三鷹市地域

情報化プラ ン 2022」 の全面的な見直し が必要と なっ たこ と を 背景と し て 、 ２ 次改定のタ イ

ミ ン グで旧プラ ン の改定に代えて 2020 年３ 月に策定し た。

「 三鷹市地域情報化プラ ン 2022」 は、 2011 年3 月の東日本大震災後に、 通信障害の影響

によ り 、 どのよ う に情報を 届ける かが問題と なる 中で、 2012 年３ 月に地域情報化の推進に

向け策定さ れたも のである。「 みら いを 創る 三鷹デジタ ル社会ビ ジョ ン」 は、 急速に進む技

術革新に合わせた柔軟な事業実施が可能と なる よ う 、 将来の方向性を 示し ている 。

直面する 課題と し て、 地域課題に加え、 災害や少子超高齢化等の全国の自治体が抱える 問

題 7 を 挙げている 。

デジタ ル・ アナロ グそれぞれのサービスを 求める 人に提供でき る よ う に

「 みら いを 創る三鷹デジタ ル社会ビジョ ン」 について、 市民から ネガティ ブな意見はなかっ

たが、 有識者会議である 地域情報化推進協議会では、 デジタ ル化によっ て社会から 取り 残さ

● 「 みら いを 創る 三鷹デジタ ル社会ビ ジョ ン」 は、 急速に進む技術革新に合わせた柔軟

な事業実施が可能と なる よ う 将来の方向性を 指し 示すビ ジョ ン と し て策定。

● 自分にと っ て必要な情報だけほし いと いう 人も いる 。 プッ シュ 通知での発信なら 情報

のパーソ ナラ イ ズが可能になる 。

● デジタ ルに対応でき ない人がいる こ と を 理由に推進し ないこ と は、 デジタ ルサービ ス

を 求める 人の権利を 阻害する 可能性も ある 。 デジタ ル・ アナロ グそれぞれサービ スを

求める人に提供でき るこ と が求めら れる 。

ポイ ント

７    総務省の「 自治体戦略2040 年構想」 においては、 日本の人口が減少し ていく なかで業務の自動化・ 標準化

やデジタ ル化の推進、 データ 利活用を進めていく こ と が提唱さ れている 。
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れる 高齢者などにどのよ う な支援が可能かと いう 意見や、 取り 残さ れる 人を ボラ ン ティ ア等

がサポート でき る 仕組みを 作り 、 市民全員がサービ スを 享受でき る よう な体制を 整備し た方

がよ いと いう 意見も あっ た。 今現在は着手でき ていないが、 市民参加と 協働によ る まち づく

り の観点でボラ ン ティ アポイ ント 事業の検討が進めら れている こ と から 、 合わせて検討を 進

めていく こ と も 想定さ れる 。

デジタ ル・ デバイ ド （ 情報格差） と いう 言葉があるが、 デジタ ル化に対応でき ない人がい

る から と いっ てデジタ ルサービスを 推進し ないこ と は、 デジタ ルサービ スを 求める 人の権利

を 阻害する こ と になると いう 有識者の意見も ある 。 デジタ ル・ アナログ両方において、 それ

ぞれのサービ スを 求める 人に提供でき る よ う にする こ と が求めら れている 。

自前主義ではなく 共同利用を

自治体独自と いう 考え方ではなく 、 自治体間共同、 官民共同で利用でき るサービスを 使っ

ていく 必要がある 。 一般的に広く 利用さ れている LIN E 等の民間サービ スを 使う のも 一つの

手段である 。 民間のアプリ の方がインタ ーフ ェ ース 8 も 優れているも のが多く 、 アプリ の作成・

更新作業に係る自治体職員の負荷も 低減でき る 。 職員の負担を 減ら すこ と でよ り 質の高い市

民サービ スの提供を 目指すほう がよ いと 考える 。

広報紙のパーソ ナラ イ ズ

紙の広報や市ホームページだと どこ に欲し い情報がある かわかり づら く 、 自分にと っ て必

要な情報だけほし いと いう 人も いる 。 スマート フ ォ ンを 利用する 人が多い中、 スマート フ ォ

ン では広報紙のPD F は見にく いが、 プッ シュ 通知での発信なら 情報のパーソ ナラ イ ズが可

能になる 。

デジタ ル化推進課題

デジタ ル化を 進める上で、 技術的な問題より も 庁内体制の問題の方が難し い。 各課の負担

が大き く なっ ては、 進める こ と が難し いため、 まずは職員の負荷を 軽減するこ と から 始める

必要がある 。

今の最優先事項はコ ロ ナ関連の行政手続き のデジタ ル化で、 対面・ 書面の書類申請の代わ

り にどのよ う な方法でオン ラ イ ン 申請にでき る か、 庁内の事務を 棚卸し し て押印を 省ける か

などが課題である 。 現在庁内で勉強会等を 行っ ており 2021 年度から 本格的に取り 組む予定

である。 オン ラ イ ン に切り 替える にあたっ ては、 利用者視点に立っ たサービスの選定が必要

で、 オン ラ イ ン申請サービ スは複数に分散さ せる こ と は望まし く ない。 また、 本人確認・ 本

人認証の仕組みが特に重要になっ てく る 。

８    イ ン タ ーフ ェ ース（ in terface） と は機器やソ フ ト ウェ ア、 システ ムなど と その利用者の間で情報を やり 取

り する 仕組み。 システムから 利用者への情報の提示・ 表示の仕方と 、 利用者がシステムを 操作し たり 情報を

入力し たり する 手段や方式、 機器、 使い勝手などの総体を 表す。
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７ 　 マチを好きになるアプリ 「 マチイロ」 の運営（ 株式会社ホープ）

企業概要 自治体広報紙を デジタ ルで発信するサービス「 マチイ ロ」 の運営会社。

調査趣旨 「 マチイ ロ」 のサービス内容の把握と 自治体広報に対する課題の調査。

 会社概要

株式会社ホープ（ 福岡市） は、 自治体に特化し たサービ ス事業を 展開し 、 創業時よ り 全国

の自治体のさ まざまなスペースを 活用し た広告事業を 主な事業と し ている 。 同社では、 広告

事業のほかに自治体に向けてのエネルギー事業、 メ ディ ア事業も あり 、「 マチイ ロ」 は現在

メ ディ ア事業の一つと し て展開し ている 。

「 マチイ ロ 」 の概要

「 マ チイ ロ 」 開発の背景には、 2011 年の東日本大震災の際に、 広告販売を 受託し ていた

県庁の広報紙が発行停止になり 、「 有事の際こ そ必要と なる 情報を 、 アプリ で届ける こ と が

求めら れているのではないか」 と 着想を 得たこ と による 。 それまでに培っ た自治体と のつな

がり や知見を活用し 、 新たな広告媒体と し ての収益化や広報紙の媒体価値向上を目的と し 、「 マ

チイ ロ 」 を 開始し た。「 マチイ ロ 」 を 利用し ている 自治体数は累計 912 自治体。 サービ ス開

始から 現在に至る まで、 利用を 取り やめた自治体はない。

「 マチイ ロ」 アプリ のダウン ロ ード 数は累計61 万件。「 マチイ ロ」 はスマート フ ォ ン アプ

リ なので 24 時間持ち 歩く こ と がで き 、 気になる 情報のみを プ ッ シュ 通知で知ら せる ので、

利用者にと っ ては情報の取り 逃がし が少なく なる メ リ ッ ト がある 。 また、 ユーザーが欲し い

行政情報を 欲し いタ イ ミ ン グで取得でき る よう 、 新着情報に連動し たプッ シュ 通知機能も 搭

載し ている 。

自治体の中には公式ホームページに広報紙の PD F 版を 掲載し ている と こ ろ がある が、「 マ

チイ ロ」 は無料で自治体の公式ホームページ以外の媒体に掲載でき るため、 住民の情報獲得

の窓口を 広げら れる メ リ ッ ト がある 。 また、 自治体の公式ホームページによっ てはスマート

フ ォ ン 用に最適化さ れていない場合がある が、「 マチイ ロ 」 はスマート フ ォ ン 用アプリ のた

め画面も 見やすく 設計さ れている 。

● 「 マチイ ロ 」 を 利用し ている 自治体数は、 2020 年12 月現在で累計 912 自治体。 サー

ビ ス開始から 現在に至る まで 、 利用を 取り やめた自治体はない。 マチイ ロ アプリ のダ

ウンロ ード 数は累計61 万件（ 2020 年12 月現在）。

● 自治体は無料で公式ホームページ以外の媒体に広報紙を 掲載でき 、 住民にと っ ては情

報獲得の窓口を 広げる こ と ができ る 。 スマート フ ォ ン 用アプリ のため、 画面も 見やす

く 設計さ れている 。

● 今後のICT を 使っ た情報発信においては、 情報のパーソ ナラ イ ズが特に重要になっ て

く る。 各人に必要な情報を 届ける こ と で、 情報を 見ても ら う こ と ができ る。

ポイ ント
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今後情報発信はよ り パーソ ナラ イ ズに

自治体はさ まざまな媒体を 用いて必要な情報を 必要な人に届けよう と する 姿勢が弱いので

はないか。 行政でし か扱えず住民にと っ て助けと なる 価値のある 情報を たく さ んも っ ている

が、 発信方法がも っ たいない。 今後の ICT を 使っ た情報発信においては、 情報のパーソ ナ

ラ イ ズが特に重要になっ てく るだろ う 。 住民は自分に必要な情報が届き 続ければ見続けるが、

必要でないと 思っ たら 見なく なる 。 各人に必要な情報を 届ける こ と で、 情報を 見ても ら う こ

と ができ る 。
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８ 　 自治体向け無料アカ ウン ト 「 地方公共団体プラ ン 」 を提供（ LIN E 株式会社）

企業概要 国内利用者数8,600 万人を 有する国内最大のSN S企業。

調査趣旨 LIN E の自治体向けサービスの内容の把握と 利用自治体の動向の調査。

 自治体向けサービ スを 担当する 公共政策室

2013 年に公共政策室が発足。 元々はCSR を 所管し 、 プログラ ミ ン グ教育や官公庁への渉

外業務を 行っ ていたこ と から 自治体と の接点があり 、 自治体向けサービ スを 開始し た。 現在

の LIN E 全体の月あたり のアク ティ ブユーザー数は約8,600 万人（ 2020 年12 月期第３ 四半

期）、 １ 日１ 回以上アク セスし ている 人数は7,000 万人以上。 アカ ウン ト を 保有し ている 自

治体数は600 件強だが、 地方公共団体プ ラ ン を 始める 前に開始し た自治体や複数アカ ウン

ト を も つ自治体も あるため、 正確な数は把握し ていない。

自治体向けサービ スの経緯

2011 年にア プ リ を リ リ ース。 2016 年の熊本地震で緊急連絡の確保のために通常電話の

発信規制が行われた際に、 LIN E が連絡手段と し て自治体職員間で利用さ れ復興業務に寄与

し たこ と が自治体での活用が本格化する 契機と なっ た。

2016 年～2018 年にかけて渋谷区、 福岡市、 神奈川県、 鎌倉市を はじ めと する 約 20 自治

体と 協定を 締結。

2019 年４ 月に無料の「 地方公共団体プラ ン 」 を 開始、 すべての自治体に対し て １ アカ ウ

ン ト に限り 無料提供し ている 。 アカ ウン ト の使用は無料である が、 ページ構成や機能追加等

のために別途事業者に委託する 場合も ある 。 2020 年には自治体のスマート シティ 化を 推進

する ため、 希望する 自治体に向けた情報提供・ 企画提案・ 自治体同士のコ ミ ュ ニティ づく り

等を 行う 「 LIN E スマート シティ 推進パート ナープロ グラ ム」 を 創設。 現在のパート ナー数

は約350 団体で、 上記の協定を 結んでいる 自治体も 含まれている 。

LIN E のサービ スの強み

LIN E のサービ スの強みはプッ シュ 通知によ っ てユーザーが情報に気づき やすいと こ ろ に

ある 。 一方で、 通知が多いと かえっ て迷惑と なっ てし まう 。 頻度高く 発信し たり 、 ユーザー

が自分にと っ て関係ない情報だと 判断し たり する と すぐ にアカ ウン ト を ブロッ ク さ れてし ま

● 2020 年12 月期第３ 四半期現在、 月あたり のアク ティ ブユーザー数は8,600 万人、 １

日１ 回以上アク セスし ている 人数は7,000 万人以上。

● 2019 年、 無料の「 地方公共団体プ ラ ン」 を 開始し 、 すべて の自治体に対し て アカ ウ

ン ト を 無料提供し ている 。

● LIN E のサービ スの強みは、 プッ シュ 通知によ っ てユーザーが情報に気づき やすいと

こ ろ 。

● 要望が多い機能は、 必要な人に必要な情報を 届けら れる セグメ ン ト 機能、 まち の状況

を 市民が通報でき る サービ ス 、 災害時の情報提供サービ ス 、 粗大ごみの申込みのサー

ビ スなど。

ポイ ント
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う ため、 発信する頻度や内容はユーザー視点で考える 必要がある 。 ユーザーが求める 情報と

自治体が発信し たい情報は必ずし も 一致し ないが、 例えば新型コ ロ ナウイ ルス関連の情報は

毎日プッ シュ 通知を し ても ブロ ッ ク さ れにく いよう に、 必要な情報がも ら えるなら 友達登録

し ておこ う と 考える のがユーザーの心理である 。 また、 ユーザーにと っ ては、 煩雑な行政手

続き の簡略化やオン ラ イ ン 化等の便利な機能が備わっ ている と 、 メ リ ッ ト と 感じ る 。 例えば

福岡市の場合は、 有料ごみを LIN E で申込み、 LIN E Pay で決済が可能になっ ている 。

セグメ ント 機能・ 災害時情報提供サービス・ 粗大ごみの申し 込みサービス

LIN E 導入のき っ かけと し ては、 首長の意向でアカ ウント を開設する自治体が当初は多かっ

たが現在では担当者から の相談も 多い。 自治体における 人材不足の解消や D X 9 化を 進める

にあたり 、 LIN E のサービ ス に関心を 持っ た自治体が多い。 アカ ウン ト の運用については、

広報課が取り まと めている 自治体が多いが、 庁内調整のために情報推進課や企画課が取り ま

と めを 行っ ていると こ ろ も ある 。 セグメ ン ト 機能によ っ て必要な人に必要な情報を 届けら れ

るよ う にする こ と を はじ め、 まちの状況を 市民が通報でき る サービ スや、 災害時の情報提供

サービ ス、 粗大ごみの申し 込みのサービスなどがよ く 要望と し て挙がっ ている。

個人認証については、 現在金融機関等で利用さ れている eK YC（ オンラ イ ンでの本人確認）

サービスによっ て本人確認ができるよう な仕組みを設けている 。 し かし 総務省から は JPK I （ 公

的個人認証） への対応を 求めら れており 、 自治体から も 要望と し て挙がっ ている 。 eK Y C と

JPK I の両方に対応でき ないかと いう 要望も ある 。 今後オン ラ イ ン 上での手続き が加速化す

る上でセキュ リ ティ レ ベルの高い認証が求めら れる ため、 JPK I への対応が必要である 。

９    D X （ デジタ ル・ ト ラ ン スフ ォ ーメ ーショ ン） と は、 高速イ ン タ ーネッ ト やク ラ ウド サービ ス、 人工知能な

どのIT によ っ てビ ジネスや生活の質を 高めていく こ と 。
101 

る情報と自治体が発信したい情報は必ずしも一致しないが、例えば新型コロナウイルス関

連の情報は毎日プッシュ通知をしてもブロックされにくいように、必要な情報がもらえる

なら友達登録しておこうと考えるのがユーザーの心理である。また、ユーザーにとって

は、煩雑な行政手続きの簡略化やオンライン化等の便利な機能が備わっていると、メリッ

トと感じる。例えば福岡市の場合は、有料ごみを /,1( で申込み、/,1(3 D\ で決済が可能

になっている。

セグメント機能・災害時情報提供サービス・粗大ごみの申し込みサービス

/,1( 導入のきっかけとしては、首長の意向でアカウントを開設する自治体が当初は多かっ

たが現在では担当者からの相談も多い。自治体における人材不足の解消や '; 化を進めるに

あたり、/,1(のサービスに関心を持った自治体が多い。アカウントの運用については、広報

課が取りまとめている自治体が多いが、庁内調整のために情報推進課や企画課が取りまとめ

を行っているところもある。セグメント機能によって必要な人に必要な情報を届けられるよ

うにすることをはじめ、まちの状況を市民が通報できるサービスや、災害時の情報提供サー

ビス、粗大ごみの申し込みのサービスなどがよく要望として挙がっている。

■地域ごとのゴミ出し案内のプッシュ通知（左）。公共施設の損傷を通報できるサービ

ス（中）。生活情報一覧を開くと身の回りに関する事業の情報が表れ、ボタンを選択す

るとより詳細な情報が自動応答で案内される。（右）（いずれも画面は福岡市）

個人認証については、現在金融機関等で利用されている H.<&（オンラインでの本人確認）

サービスによって本人確認ができるような仕組みを設けている。しかし総務省からは -3.,

（公的個人認証）への対応を求められており、自治体からも要望として挙がっている。H.<&

と -3., の両方に対応できないかという要望もある。今後オンライン上での手続きが加速化す

る上でセキュリティレベルの高い認証が求められるため、-3.,への対応が必要である。

';（デジタル・トランスフォーメーション）とは、高速インターネットやクラウドサービ

ス、人工知能などの ,7 によってビジネスや生活の質を高めていくこと。

■地域ごと のゴミ 出し 案内のプッ シュ 通知（ 左）。 公共施設の損傷を通報でき るサービ ス（ 中）。

生活情報一覧を 開く と 身の回り に関する 事業の情報が表れ、 ボタ ン を 選択する と よ り 詳細な情

報が自動応答で案内さ れる。（ 右）（ いずれも 画面は福岡市）
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１ 　 東海大学　 文化社会学部広報メ ディ ア学科教授　 河井孝仁氏

研究内容

主にシティ プロモーショ ン戦略等の行政広報戦略について研究を 行っ ている。

その際に、 地域参画総量概念、 ソ ーシャ ルメ ディ アなど ICT を 活用し た手

法や自治体マーケテ ィ ン グ、 ブ ラ ン ド 化、 行政と 市民・ N PO ・ 企業の協働

連携などを 重要な論点と し ている。（ 東海大学ホームページより ）

調査趣旨
広報行政の課題と 広報行政の効果測定のあり 方及び紙による広報の未来につ

いて調査。

● 行政広報は、 メ ディ ア活用戦略において戦略性と フ ェ －ズ 10 ごと の成果目標の認識が

乏し く 、 行動変容を 目的と し た一連の流れを どう 作る かと いう 発想が弱い。

● 大前提と し て、 探し ている情報が的確に、 わかり やすい状態で存在し ている必要がある 。

● 行政のオウン ド メ ディ アの棚卸し を し て現状の弱み・ 強みを 整理し 、 弱みを 補う かた

ち での地域メ ディ ア、 アーンド メ ディ ア 11 と の連携が考えら れる。

ポイ ント

 行政広報の課題は戦略性と フ ェ ーズごと の認識不足

行政の広報は、 メ ディ ア活用戦略において戦略性と フ ェ －ズごと の成果目標の認識が乏し

く 、 行動変容を 目的と し た一連の流れを どう 作る かと いう 発想が弱い。 最終的な目的は広く

一般に情報発信し ただけで終わる のではなく 、 市民の行動変容が重要である。 そのためには

民間のマーケティ ングの発想を取り 入れた行政独自のメ ディ ア活用戦略が必要であり 、 フ ェ ー

ズごと に成果目標を 立てて情報発信し ていく 必要がある 。

行動変容を 促すにあたっ ては、 タ ーゲッ ト に対するイ ン セン ティ ブ設計を 行い、 信頼・ 共

感を 得た状態から 実際の行動を 促す。 また、 各段階でどう 情報を シェ アし ても ら う かも 重要

である。 民間のアーンド メ ディ アへの掲載や、 ト レ ンド を 活用し たシェ アさ れやすいコ ン テ

ン ツ の発信など、 フ ェ ーズごと に情報を シェ アし ても ら う 仕組みが必要である 。

行政広報を 通じ て目指す行動変容を 促す際の大前提と し て、 探し ている 情報が的確にわか

り やすい状態で存在し ている 必要がある 。 それを 行っ た上で行動変容を 目的と し た広報が成

り 立つ。 また、 マネジメ ン ト 機能を も っ た広報を 強く 意識する べき である 。 さ ら には広報全

体を マネジメ ント し ていく 上で、 地域の中でオウン ド メ ディ アを 含め、 どのよ う な媒体がど

のよ う に機能し ているのかを 、 広報課は把握し ておく 必要がある 。

広報行政の効果測定方法のポイ ン ト

「 広報行政の効果測定」 と いう 広いく く り ではなく 、 戦略モデルのフ ェ ーズごと に効果測

定が必要である。 広報課の本来の役割は全庁の広報を マネジメ ン ト する こ と 。 所管課が行動

促進への課題を 持ち 寄り 、 広報課が個々に的確なアド バイ スを 送る 体制がある こ と が理想で

ある 。

10   フ ェ ーズ（ p hase） と は、 段階、 時期、 局面のこ と 。

11   アーン ド メ ディ ア（ earned  m ed ia ） と は、 広告と し てではなく 口コ ミ で紹介する ブロ グやSN S等。
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相手へのイ ン セン ティ ブと メ リ ッ ト の設計で民間と 連携

民間と の連携にあたっ ては、 信頼性、 ネッ ト ワーク の構築など、 多様なかたち での相手へ

のイ ンセン ティ ブ、 メ リ ッ ト 設計を 打ち 出すこ と が必要である 。 各フ ェ ーズ、 タ ーゲッ ト ご

と に行政のオウン ド メ ディ アの棚卸し を するこ と で、 現状の弱み・ 強みを 整理し 、 その上で

弱みを 補う かたち での地域メ ディ ア、 アーンド メ ディ アと の連携が考えら れる 。

紙かデジタ ルかの二項対立を 超えて

広報において、 複数の媒体を 通じ て情報を 発信し た方が、 情報が浸透する効果を 期待でき

る 場合は回覧版・ 自治会の掲示板のよう なメ ディ アも 活用策はある だろ う 。 どう し ても その

媒体でし か伝えら れない状況がある のであれば、 十分活かし ていき 、 さ ら によ り 良く 活用で

き る かを 考えるべき である 。 紙、 デジタ ルと いう 大雑把なく く り ではなく 、 各媒体それぞれ

の特徴、 目標と する タ ーゲッ ト においての使われ方を 捉えた上でどう 活用する かを 考える べ

き である 。
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２ 　 公益社団法人日本広報協会　 調査・ 企画部部長　 藤本勝也氏

プロフ ィ ール

政府広報誌「 時の動き 」「 Cab i ネッ ト 」 の編集デスク を 経て、 現在は広報関

係の調査・ 研究、 広報効果測定、 コ ンサルティ ングなどを 担当。 ほかに各種

広報セミ ナー、 全国広報広聴研究大会、 全国広報コ ンク ールなど、 自治体広

報担当者向けの研修・ 表彰事業の企画・ 運営も 担当。

調査趣旨
近年の全国広報コ ンク ール結果から 自治体広報の傾向と 、 自治体広報の今後

の展望について調査。

● 特集から 最後のお知ら せ欄まで読んでも ら える よ う コ ラ ムや特集記事内に住民を 載せ

たり 、 住民にラ イ タ ーと し て広報紙づく り に携わっ ても ら っ たり する 広報紙が増えて

いる。

● 広報の最終目的は住民に行動し ても ら う こ と 。

● 特定の層ごと に情報発信のアプローチや媒体を考えなければ発信し ても 見ても ら えない 。

● ホームページは広報紙では載せき れない情報の受け皿と なる べき 。

ポイ ント

 近年のト レ ン ド は住民と 一緒に考える紙面づく り

コ ラ ムや特集記事内に住民を 載せる、 または住民にラ イ タ ーと し て広報紙づく り に携わっ

ても ら う よ う な広報紙が増えている 。 まずは手に取っ ても ら い、 特集から 最後のお知ら せ欄

まで読んでも ら える よう な工夫が必要で、 そのためには行政から の一方的な発信でなく 、 住

民が一緒になっ て考える 機会を 与えるよ う な特集を 組むこ と が効果的である。

かつてホームページはプルメ ディ ア 12、 広報紙はプ ッ シュ メ ディ ア 13 と 言われていたが、

近年は新聞を 取ら ないため広報紙が届かない家庭が増えたため、 広報紙はも はやプッ シュ メ

ディ アではなく なっ ている 。

広報紙は読むこ と さ え習慣づければ、 ながら 見を し ながら 自分に必要な情報が入っ てく る

造り になっ ている 。 本当に見てほし いのは最後のお知ら せのページであり 、 そこ にたどり 着

いても ら う ために魅力的な特集を 組む必要がある 。 また、 広報の最終目的は住民に行動し て

も ら う こ と である。 理論的な説明だけでなく 、 地域で頑張っ ている住民をコ ラ ムやインタ ビュ ー

で取り 上げ発信する こ と で、 共感を 得て個々の住民の行動変容を 働き かける こ と ができ る 。

さ ら にその行動が習慣化し ていく こ と で、 他の住民も 巻き 込んだ住民全体の行動変容へと つ

ながっ ていく 。

身近な頑張っ ている人や苦労し ている 人などを 取り 上げるこ と で、 自分でも でき ると 思っ

ても ら う き っ かけを 作り 、 さ ら には自分のまちを 好き になっ ても ら う こ と が住民の行動変容

につながっ ていく 。 行政ができ ないこ と を住民にやっ ても ら う のではなく 、 地域を好き になっ

て、 自主的にやろ う と 思っ ても ら えるよ う に背中を 押すのが広報の役割である 。

12   プルメ ディ アと は、 対象者に有益な情報を 見つけても ら い、 興味・ 関心を 引く メ ディ ア。

13   プッ シュ メ ディ アと は、 情報発信者の都合やタ イ ミ ン グで、 対象者に情報発信する メ ディ ア。
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外国人への対応は多言語化よ り も やさ し い日本語

多言語対応より も やさ し い日本語を 用いた発信の方が、 理解し やすいのではないか。 行政

で使われる 専門的な用語を 翻訳し ても 理解し にく いこ と が予想さ れ、 多言語化し た情報し か

読めない外国人にと っ ては、 多言語化し たコ ン テン ツにたどり つく こ と 自体が困難ではない

か。 行政側と し ても 、 多言語化し た情報内容が本当に正確か確認するこ と は難し い。

自治体広報の効果測定で重要なのは読者の共感の度合い

広報の効果測定は、 広報紙の戦略を 立てるために必要である 。 読んでいる人に必要な情報

を 届ける にはどう するか、 読んでいない人にどう 読んでも ら う か、 その戦略を 立てるために

読者の属性や情報のニーズ、 情報を 得ている媒体等の情報を 収集し なければなら ない。 また、

効果測定で重要なのは共感し たかどう か、 記事を 見て実際に行動し たかどう かで、 閲読率だ

けでなく 、 どれく ら い理解・ 共感を 得ら れたかまで調べれば、 特集に興味を 持っ たかどう か

だけでなく 、 その記事を 読んで知り たいこ と を 知るこ と ができ たか、 共感でき たかも 分かる。

自治体SN Sはいざと いう 時に見ても ら えるこ と が大切

新し く 地域に入っ てき た人にこ そ、 地域と 関わる き っ かけが必要である 。 自分も その地域

の一員だと 思っ ても ら う こ と が、 いずれその地域にと っ ても 良い効果と し て還元さ れる 。 行

政と し て発信する べき 情報に加えて、 地域性や限定性のある情報を 発信するべき である 。 昔

から 暮ら す住民が多い地域と 、 転入世帯や一人暮ら し の学生が多く 暮ら す地域では、 情報の

ニーズが異なる。 住民と いう 大き なく く り ではなく 、 各タ ーゲッ ト に向けた限定性を も っ た

情報の収集・ 発信が必要になっ てく る。 そう し た細かい情報を 発信する ためには、 庁内外、

地域内外を 合わせ、 どれだけ情報提供し てく れる 人と のネッ ト ワーク を 作れる かが大事であ

る 。 特定の層ごと に情報発信のアプローチや媒体を 考えなければ発信し ても 見ても ら えない。

例えば、 広報紙を 読む時間のない乳幼児のいる 母親がタ ーゲッ ト なら 、 片手間に見るこ と が

でき るスマート フ ォ ンでの情報取得が基本と なる 。 またホームページの傾向と し て、 高齢者

向けの情報を 集約し たシニアページが増えてき ている。

ホームページは、 広報紙では載せき れない情報の受け皿と なる べき である。 関連情報のイ

ン デッ ク スを 載せる こ と で、 他の情報にも 目を 通し ても ら う 仕組みができ る。 また、 広報紙

から Q R コ ード でホームページへ誘導する なら 、 サイ ト のスマート フ ォ ン の最適化も 当然必

要と なる 。 一方、 広報紙にも 保管性や一覧性など独自の良さ はある 。

自治体のSN Sアカ ウント は、 いざと いう 時の情報発信媒体と し て必要性がある 。 仮にフ ォ

ロ ワーが少なかっ たと し ても 、 いざと いう 時に見ても ら えれば良い。 実際に SN Sでの投稿

を 頑張っ ても 、 常に見ても ら う こ と は難し い。 災害時にはどのアカ ウン ト を 見ればよいか明

確にし 、 日頃から 住民に伝えておく べき 。

高齢者等への緊急時の呼びかけは、 人伝いの声かけも １ つの重要な手段である 。 情報を 取

得し にく い高齢者等に対し て情報を 伝える よ う に、 SN Sで周囲の人に対し て呼びかけを 行

う こ と も でき る。 し かし 、 それが実際に行われる ためには、 住民同士の関係性ができ ていな

いと 難し い。 いざと いう 時に自然と 共助でき る よ う にする ためには、 日頃から 自分の地域が

好き と いう 気持ち を 住民にも っ ても ら う こ と が大切である 。 その関係性（ 地域住民のコ ミ ュ

ニケーショ ン の場・ 機会） を 後押し する のが広報紙である べき 。
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３ 　 老テク 研究会　 事務局長　 近藤則子氏

プロフ ィ ール

1992 年に老親を 在宅介護する 友人と と も に高齢者や障害者の立場で情報通

信を 研究する老テク 研究会を 創設。 国際シンポジウム開催等を 通じ 米国、 韓

国における高齢者のパソ コ ン学習を 支援する非営利活動を 紹介し 、 日本各地

のシニアネッ ト 創設や国内外の相互交流に関わる。 総務省等の情報政策に関

する各種委員歴任。

調査趣旨
情報社会における高齢者の状況把握と 、 情報格差解消に向けた対応のあり 方

について調査。

● 高齢者のICT スキルは二極化し ている。 その差は教える 人のスキルの差と 思われ、 教

えてく れる 人の存在は大事。

● 高齢者のデジタ ル化のスキル習得で共通し てみら れる 課題と し ては、 専門用語の壁が

大き い。

● スマート フ ォ ン 教室と 同時に講師養成講座も 行う 。 高齢者の中には地域で教えたい人

も いる し 、 福祉業界や百貨店など 、 サービ ス業界に関心のある 学生に依頼し てみる の

も 一案。

● 高齢者の一人暮ら し 世帯が増えてく る なか、 デジタ ルで支えら れる よ う な世界にでき

る と 良い。 一人暮ら し の高齢者にと っ ては、 自治体が唯一の家族と なる 。

ポイ ント

 

 高齢者のICT スキルの二極化

高齢者はリ モコ ン 操作も 覚束ない人も いれば、 オンラ イ ン飲み会や孫と オン ラ イ ン ゲーム

を 積極的にし ている 人も いる。 若宮正子 14 氏のよ う に 80 歳から プロ グラ ミ ン グを 始めた人

も いる。 意欲と いう より 歳を と っ ても でき る、 やっ てみよ う と 思わせる 空気が大切である 。

二極化の差は教える側のスキルの差と 思われ、 教えてく れる 人の存在が大事。 周囲に教え

てく れる 人がいなかっ たり 、 教え方が悪かっ たり すると なかなか習得でき ない。 子が親切に

教えてく れれば良いが個人差がある 。 また女性の方が ICT スキルは高いよ う に感じ る 。 高

齢男性は交流する 用事が少ないため、 女性のよ う にスマート フ ォ ン など の ICT を 覚える 必

要がないから だと 思われる 。

団塊の世代は学ぶ意欲があるので、 勉強すればすぐ にでき る よ う になる はず。 高齢者の情

報化のスキル習得を 図る 上で共通し てみら れる 課題と し ては言葉の壁が大き く 、 専門用語が

多く 理解が難し い。

コ ミ ュ ニティ の有無がICT スキル習得に作用

かつて ICT 習得の中心であっ たパソ コ ン 教室であれば年賀状づく り など テーマが明確に

あり 展開が早いが、 スマート フ ォ ン は利用目的が人によ っ てさ まざまであり 、 機種によ っ て

14   1935 年東京生まれ。 定年を き っ かけにパソ コ ン を 独自に習得。 1999 年にシニア世代のサイ ト 「 メ ロ ウ倶

楽部」 の創設に参画。 2016 年秋から iPhone アプリ の開発を はじ め、 2017 年6 月には米国アッ プルによ る 世

界開発者会議「 W W D C 2017」 に特別招待さ れる 。 安倍政権の「 人生 100 年時代構想会議」 の最年長有識

者メ ン バーにも 選ばれた。
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操作方法も 異なる 。 若い世代はコ ミ ュ ニティ がある ので、 つながる ためにスマート フ ォ ン を

利用し ているが、 高齢者はそのコ ミ ュ ニティ が少ないので広がり にく い。 習得し た高齢者が、

次の人に教える仕組みを 作れると 良い。

高齢者にと っ て望まし い教授方法は公民館等での無料教室

高齢者の一人暮ら し や高齢者夫婦などの世帯が増えている中、 デジタ ルで支えら れる よ う

な世界にでき ると 良い。 一人暮ら し の高齢者にと っ ては、 身近な自治体が唯一の家族と なる。

スマート フ ォ ン 教室の開催にあたっ ては、 ボラ ン ティ ア団体と 協働で行っ たり 、 公共施設

を活用し てはどう か。 都内自治体であれば児童館、 公民館など。 佐賀県で行われているスマー

ト フ ォ ン 教室は開催場所が公民館で参加費が無料である ため、 お年寄り は気軽に参加し やす

い。 各世帯単位では家に人を 上げる こ と に抵抗感のある 人も いる ため、 なじ みのある公民館

等でみんなと 一緒に教わる のが良い。

スマート フ ォ ン 教室と 同時に、 講師養成講座も 行う 必要がある 。 シニアの中には地域で教

えたい人も いるし 、 福祉業界や百貨店などサービ ス業界に関心のある学生に依頼し てはどう

か。 高齢者への接し 方のスキルを 身に着ける良い機会と なる。

自治体が紙媒体を 一切やめるのは厳し いので、 紙と デジタ ルの複合メ ディ アを 使用する の

が望まし い。 自治体が発信する 紙媒体に Q R コ ード を 付けるなどし て 、 デジタ ルへ徐々にシ

フ ト でき る と 良い。 ある 薬局では、 案内に Q R コ ード を つける だけでなく 、 イ ラ スト で操作

方法を 解説し ている 事例も ある。 専門用語は理解し にく いと いう 課題があるなか、 イ ラ スト

によ る説明は高齢者でも わかり やすいと 思う 。




